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令和６事業年度

(単位:円)

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 274,472,729,689
貸付金

第一種学資貸与金 2,800,392,526,328
第二種学資貸与金 6,350,125,248,389
貸倒引当金 △ 26,586,968,436 9,123,930,806,281

前払金 9,754,747
前払費用 14,930,552
未収収益 512,092,868

貸倒引当金 △ 2,531,197 509,561,671
未収金 822,846,699

貸倒引当金 △ 8,187,886 814,658,813
賞与引当金見返（注） 389,165,276

9,400,141,607,029

Ⅱ固定資産
1. 有形固定資産

建物 36,652,424,821
減価償却累計額 △ 19,022,285,059
減損損失累計額 △ 25,033,031 17,605,106,731

構築物 52,100,859
減価償却累計額 △ 41,447,293 10,653,566

車両運搬具 5,682,600
減価償却累計額 △ 1,136,520 4,546,080

工具器具備品 5,194,049,341
減価償却累計額 △ 3,808,281,773 1,385,767,568

土地 10,672,550,060
建設仮勘定 5,460,763,000

35,139,387,005

2. 無形固定資産
借地権 5,450,587,495
ソフトウェア 7,222,023,686
電話加入権 754,000

12,673,365,181

3. 投資その他の資産
破産再生更生債権等 121,839,386,248

貸倒引当金 △ 120,038,669,126 1,800,717,122
未収財源措置予定額（注） 12,560,838,461
退職給付引当金見返（注） 3,664,511,498
差入保証金 197,563,581

18,223,630,662
66,036,382,848

9,466,177,989,877

固定資産合計

資産合計

投資その他の資産合計

有形固定資産合計

無形固定資産合計

貸借対照表

(令和７年３月31日現在)

区分 金額

流動資産合計
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負債の部
Ⅰ流動負債

運営費交付金債務（注） 488,648,580
預り施設費（注） 8,200
預り補助金等（注） 5,694,709,228
預り寄附金（注） 2,632,726,000
一年以内償還予定日本学生支援債券 120,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 881,019,987,000
未払金 6,708,440,802
未払消費税等 17,784,800
リース債務 400,566,185
未払費用 7,515,770,761
前受金 229,522,885
預り金 382,219,474
仮受金 70,101,902
賞与引当金 389,165,276 389,165,276
資産除去債務 225,940,000

1,025,775,591,093

Ⅱ固定負債
資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 1,685,818,852
資産見返施設費（注） 768,632,656
資産見返補助金等（注） 6,574,725,472
資産見返寄附金（注） 81,143,017
建設仮勘定見返施設費（注） 5,460,763,000 14,571,082,997

長期預り補助金等（注） 124,727,455
長期預り寄附金（注） 6,353,981,255
日本学生支援債券 120,000,000,000
長期借入金 8,265,597,101,410
長期預り保証金 69,915,816
長期リース債務 364,721,212
退職給付引当金 3,664,511,498

8,410,746,041,643

9,436,521,632,736

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金 100,000,000
100,000,000

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 △ 601,319,929
その他行政コスト累計額（注） △ 29,644,842,436

減価償却相当累計額（注） △ 18,714,363,975
減損損失相当累計額（注） △ 25,033,031
除売却差額相当累計額（注） △ 10,905,445,430

民間出えん金（注） 58,745,446,994
28,499,284,629

Ⅲ利益剰余金 1,057,072,512

29,656,357,141

9,466,177,989,877

貸借対照表注記
１．
２．
３． その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額　△1,065,796円

固定負債合計

区分 金額

流動負債合計

負債合計

資本金合計

資本剰余金合計

純資産合計

負債･純資産合計

「貸付金」は、独立行政法人日本学生支援機構法第13条第1項に基づく奨学金貸与事業の貸付金を示しております。
（注）を付した勘定科目は、独立行政法人固有の会計処理に基づく勘定科目です。
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令和６事業年度

(単位:円)

Ⅰ 損益計算書上の費用

奨学金業務費 63,312,350,885

学資金支給業務費 8,304,799

修学支援学資金支給業務費 150,003,316,300

留学生学資金支給業務費 11,791,299,352

留学生寄宿舎運営業務費 1,262,356,307

留学試験業務費 1,028,310,082

日本語予備教育業務費 800,291,045

留学生交流推進業務費 1,140,826,906

研修・情報提供業務費 125,403,771

修学環境等調査研究業務費 205,871,108

一般管理費 3,055,390,856

臨時損失 117,406

損益計算書上の費用合計 232,733,838,817

Ⅱ その他行政コスト

減価償却相当額（注） 507,942,826

除売却差額相当額（注） 8

その他行政コスト合計 507,942,834

Ⅲ 行政コスト 233,241,781,651

行政コスト計算書注記

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 233,241,781,651 円
自己収入等 △ 27,731,469,365 円
機会費用 32,868,383,588 円
独立行政法人の運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト 238,378,695,874 円

２．機会費用の計上方法
（１）

　近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。
（２） 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

（３）

　当事業年度に行った通常の資金調達に係る約定利率の加重平均値1.152％で計算しております。
（４） 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

３. （注）を付した勘定科目は、独立行政法人固有の会計処理に基づく勘定科目です。

　平成31年４月５日付事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定の取扱いに
ついて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）に基づき、
1.485％で計算しております。
国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引から生ずる機会費
用の計算に使用した利率

　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法
人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算
しております。

行政コスト計算書

(自令和６年４月１日　至令和７年３月31日)

区分 金額

国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用の
計算方法
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令和６事業年度

(単位:円)

経常費用
業務費

奨学金業務費 63,312,350,885
学資金支給業務費 8,304,799
修学支援学資金支給業務費 150,003,316,300
留学生学資金支給業務費 11,791,299,352
留学生寄宿舎運営業務費 1,262,356,307
留学試験業務費 1,028,310,082
日本語予備教育業務費 800,291,045
留学生交流推進業務費 1,140,826,906
研修・情報提供業務費 125,403,771
修学環境等調査研究業務費 205,871,108 229,678,330,555

一般管理費 3,055,390,856

232,733,721,411

経常収益
運営費交付金収益（注） 15,367,878,884
施設費収益 202,094,200
学資貸与金利息 21,981,130,237
延滞金収入 2,213,122,619
留学生宿舎収入 629,890,452
日本語学校収入 298,334,296
日本留学試験検定料収入 783,517,420
その他事業収入 314,659,418
受託収入

その他受託収入 26,689,259
補助金等収益（注）

国庫補助金収益（注） 158,651,817,594
政府補給金収益（注） 27,443,925,059 186,095,742,653

助成金収益（注） 63,423,402
寄附金収益（注） 1,269,090,234
賞与引当金見返に係る収益（注） 389,165,276
退職給付引当金見返に係る収益（注） △ 170,670,448
資産見返負債戻入（注）

資産見返運営費交付金戻入（注） 659,246,686
資産見返施設費戻入（注） 87,352,502
資産見返補助金等戻入（注） 1,619,646,946
資産見返寄附金戻入（注） 10,143,535 2,376,389,669

財務収益
受取利息 136,680,840
有価証券利息 4,769,753 141,450,593

231,981,908,164

751,813,247

臨時損失
固定資産除却損 117,406 117,406

臨時利益
資産見返運営費交付金戻入（注） 99,465
資産見返施設費戻入（注） 36
資産見返補助金等戻入（注） 4
資産見返寄附金戻入（注） 17,900 117,405

当期純損失 751,813,248
前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 751,977,108
当期総利益 163,860

損益計算書注記

１． 事業費内訳は、附属明細書「主な事業費用の内訳」に記載しております。
２． ファイナンス・リースに係る取引

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△742,290円であり、当該影響額を除いた当期総利益は906,150円であります。
３． （注）を付した勘定科目は、独立行政法人固有の会計処理に基づく勘定科目です。

経常損失

損益計算書

(自令和６年４月１日　至令和７年３月31日)

区分 金額

経常費用合計

経常収益合計
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令和６事業年度

（単位：円）

国庫納付差額 その他
減価償却

相当累計額
（－）

減損損失
相当累計額

（－）

除売却差額
相当累計額

（－）

当期首残高 100,000,000 100,000,000 △ 601,319,929 △ 602,272,629 952,700 △ 18,263,847,193 △ 33,990,790 △ 10,839,061,619 58,745,446,994 29,007,227,463 2,850,730,275 31,957,957,738

当期変動額

　 Ⅰ 資本金の当期変動額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の除売却 0 0 0 0 0 57,426,044 8,957,759 △ 66,383,811 0 △ 8 0 △ 8

減価償却 0 0 0 0 0 △ 507,942,826 0 0 0 △ 507,942,826 0 △ 507,942,826

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 1,793,657,763 △ 1,793,657,763

当期変動額合計 0 0 0 0 0 △ 450,516,782 8,957,759 △ 66,383,811 0 △ 507,942,834 △ 1,793,657,763 △ 2,301,600,597

当期末残高 100,000,000 100,000,000 △ 601,319,929 △ 602,272,629 952,700 △ 18,714,363,975 △ 25,033,031 △ 10,905,445,430 58,745,446,994 28,499,284,629 1,057,072,512 29,656,357,141

純資産変動計算書注記

資本剰余金のうち、その他は、機構発足時に国から承継した資産です。

純資産変動計算書

（自令和６年４月１日　至令和７年３月31日）

5

純資産合計
政府出資金 資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累計額

民間出えん金 資本剰余金合計 利益剰余金

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金

区分



(単位:円)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出 △ 5,004,397,780
学資貸与金の貸付による支出 △ 823,834,195,218
学資支給金の支給による支出 △ 6,960,000
修学支援学資支給金の支給による支出 △ 150,003,316,300
短期借入金の返済による支出 △ 1,462,645,000,000
債券の償還による支出 △ 120,000,000,000
長期借入金の返済による支出 △ 877,943,856,566
借入利息の支払額 △ 25,881,375,749
債券利息の支払額 △ 305,549,334
その他の業務支出 △ 25,872,693,606
運営費交付金収入 16,604,315,000
学資貸与金の回収による収入 901,523,267,258
学資支給金の回収による収入 89,837,295
短期借入れによる収入 1,462,645,000,000
債券の発行による収入 119,825,390,386
長期借入れによる収入 771,533,523,000
学資貸与金利息の受取額 21,937,439,153
延滞金収入 2,213,122,619
留学生宿舎収入 622,891,707
日本語学校収入 292,533,913
日本留学試験検定料収入 810,602,420
その他の事業収入 386,506,792
政府受託収入の精算による返還金の支出 △ 6,695,989
国庫補助金収入 168,730,273,943
国庫補助金の精算による返還金の支出 △ 4,837,420,220
政府補給金収入 103,811,367
助成金収入 100,000,000
寄附金収入 2,187,202,847
小計 △ 26,735,743,062
その他利息の受取額 161,665,823
その他利息の支払額 △ 296,644
国庫納付金の支払額 △ 1,041,844,515

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 27,616,218,398

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の払戻による収入 28,700,000,000
有形固定資産の取得による支出 △ 762,719,987
無形固定資産の取得による支出 △ 4,294,445,100
差入保証金の差入による支出 △ 745,560
施設整備費補助金収入 3,323,396,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 26,965,485,353

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ･フロー
リース債務の返済による支出 △ 774,555,044

　　財務活動によるキャッシュ･フロー △ 774,555,044

Ⅳ　資金増加額 △ 1,425,288,089

Ⅴ　資金期首残高 275,898,017,778

Ⅵ　資金期末残高 274,472,729,689

キャッシュ・フロー計算書注記
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 274,472,729,689 円
資金期末残高 274,472,729,689 円

２．重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 34,419,000 円
学資貸与金免除 17,054,963,359 円
一般会計からの借入金免除 16,596,410,182 円
特別会計からの借入金免除 10,519,688 円

計 33,696,312,229 円

キャッシュ・フロー計算書
令和６事業年度

(自令和６年４月１日　至令和７年３月31日)

区分 金額
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7

注 記 事 項

Ⅰ 重要な会計方針

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月 21 日改訂）並び

に「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３

月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成してお

ります。

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。ただし、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係を明確

に示すことができる部分を除く管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物       ２～53 年

構築物       ２～45 年

工具器具備品 ２～23 年

また、特定の資産のうち、償却資産（独立行政法人会計基準第 87 第１項）の減価償却相当額

については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．賞与に係る引当金の計上基準

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計

上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込

みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。

４．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま

での期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8 年）による定額

法により処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（8年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付
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引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなされる見込みであ

る確定給付企業年金等については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上し

ております。

５．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産再生更生債権等については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

６．債券発行差額の償却方法

債券発行差額は、債券の償還期間にわたって償却しております。

７．外貨建資産の本邦通貨への換算基準

期末日に保有する外国通貨は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理する方法を採用しております。

８．未収財源措置予定額の計上基準

（１）第一種学資貸与金（一般会計・特別会計借入分）の返還免除損に係る未収財源措置予定額

第一種学資貸与金（一般会計・特別会計借入分）の返還免除損については、独立行政法人日本

学生支援機構法第 22 条及び独立行政法人日本学生支援機構法施行令第 19 条の規定に基づき、

後年度に一般会計から借入金が償還免除されることが明らかであることから、発生した返還免

除損の全額に相当する額を未収財源措置予定額として計上しております。

（２）第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金の返還免除損に係る未収

財源措置予定額

第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金の返還免除損については、

独立行政法人日本学生支援機構法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている第一種学資貸与

金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金返還免除補填金により財源措置されることが

明らかであることから、発生した返還免除損の全額に相当する額を未収財源措置予定額として

計上しております。

（３）第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金に係る財政融資資金、民

間借入金及び財投機関債の利息補てんに係る未収財源措置予定額

第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金に係る受取利息と財源であ

る財政融資資金、民間借入金及び財投機関債の支払利息の差額については、独立行政法人日本学

生支援機構法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている政府補給金により財源措置されるこ

とが明らかであることから、当該事業年度末における未収利息と未払利息の差額に相当する額

を未収財源措置予定額として計上しております。

（４）学資貸与金に係る貸倒損失に係る未収財源措置予定額

学資貸与金の貸倒損失に係る未収財源措置予定額については、後年度に財源措置されること

が明らかであることから、財源措置が予定される金額を計上しております。
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（追加情報）

法人化後新たに生じた学資貸与金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支援機

構法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、債権管理に関す

る規定及び中期目標に基づき適正に債権管理した結果生じた部分について財源措置されること

が明らかであることから、回収目標率に基づき算出される予想貸倒引当金相当額を上限として

当該学資貸与金に係る貸倒引当金繰入額から受取利息等を控除した額を未収財源措置予定額と

して計上しております。

旧日本育英会から承継した学資貸与金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支

援機構に関する省令附則第３条の規定により文部科学大臣が決定した額（17,519,277,701 円）

から毎期補助金により財源措置された額を控除した額を残高として未収財源措置予定額として

計上しております。

「奨学金に係る債権の自己査定に関する細則」の制定（平成 21 年３月 16 日）に伴い、追加で

計上される旧債権に係る貸倒引当金繰入額に対しては、独立行政法人日本学生支援機構法第 23

条の規定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、平成 20 年度決算の損失処

理において第二期中期目標期間に繰越がなされる金額及び国庫納付がなされる金額を控除した

積立金残額では当期総損失を処理できないものと計算される額（22,173,611,784 円）について

財源措置されることが明らかであることから、平成20年度決算において同額を未収財源措置予定額と

して計上し、毎期補助金により財源措置された額を控除した額を残高として未収財源措置予定額とし

て計上しております。

なお、国における回収不能債権補填金（国庫補助金）予算の算定にあたっては、令和３事業年

度（令和４年度予算）より、上記旧日本育英会より承継した学資貸与金に係る貸倒損失及び「奨

学金に係る債権の自己査定に関する細則」の制定（平成 21 年３月 16 日）に伴い追加で計上した

貸倒引当金繰入額について、その増減にかかわらず対応する未収財源措置予定額を新たに計上

しないとする取扱いが廃止されました。すなわち、法人化後新たに生じた学資貸与金と同様の取

り扱いを前提として財源措置が行われております。

９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ 重要な債務負担行為

該当ありません。

Ⅲ 重要な後発事象

該当ありません。

Ⅳ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

令和元年５月 17 日付の大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）の制

定及び独立行政法人日本学生支援機構法の改正により、令和２年度より、新たな修学支援制度に

よる給付奨学金事業が実施されることになりました。これに伴い、平成 29 年度より開始した給

付奨学金事業については、対象学生への学資金の支給が終了した時点において、学資支給基金の
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残余額を国庫に納付し、学資支給業務勘定を廃止することになります。なお、新たな修学支援制

度による給付奨学金に係る業務については、一般勘定にて経理しております。

Ⅴ 金融商品の時価等に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当法人は、奨学金事業を実施しております。この業務を実施するため、一般会計借入金、特別

会計借入金、財政融資資金、金融機関からの借入及び財投機関債の発行により資金を調達してお

ります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

当法人が保有する金融資産は、個人に対する貸付金及び未収金であり、債務者の契約不履行

によってもたらされる信用リスクに晒されております。

借入金及び財投機関債は、市場の混乱等により、当法人の資金調達が困難となる等の流動性リ

スクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当法人は、当法人の貸与奨学規程、給付奨学規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、

貸付金及び未収金について、信用情報管理、問題債権への対応など債権管理に関する体制を整備

し運用しております。これらの債権管理は、奨学金事業部門により行われ、また、定期的に経営

管理会議やリスク管理委員会等を開催し、審議・報告を行っております。

② 金利リスクの管理

予め法令又は業務方法書等により定められた方法により利率を決定しております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため、時価

が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

貸借対照表

計上額
時価 差額

(１) 貸付金及び破産再生更生債権等

  貸倒引当金

(２) 日本学生支援債券

  

(３) 長期借入金

9,272,357

△146,626

9,125,732

(240,000)

(9,146,617)  

8,625,203

(238,935)

(7,958,085)

500,528

(△1,065)

(△1,188,532)

（注）負債に計上されているものは、（）で示しております。

（注）長期借入金には一年以内返済予定の長期借入金が含まれております。



11

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下   

の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当する金融資産及び金融負債はありません。

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

貸付金及び破産再生更生債権等 － － 8,625,203 8,625,203

日本学生支援債券 － 238,935 － 238,935

長期借入金 － 7,958,085 － 7,958,085

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

貸付金及び破産再生更生債権等

時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでな

い場合はレベル２の時価に分類しております。無利子奨学金については、将来キャッシュ・フロ

ーを見積り、リスクフリーレートで割り引いて時価を算定し、有利子奨学金については、将来キ

ャッシュ・フローを見積り、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を

算定しており、レベル３の時価に分類しております。

日本学生支援債券

当法人の発行する日本学生支援債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価

格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金（一年以内返済予定の長期借入金を含む）のうち、無利息である一般会計借入金及

び特別会計借入金については、法令上の国からの償還免除相当額を見積り、リスクフリーレート

で割り引いて時価を算定し、財政融資資金及び金融機関からの借入については、主として借入毎

の元利金を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

Ⅵ 賃貸等不動産の時価等の開示に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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Ⅶ 退職給付に係る注記

１．採用している退職給付制度の概要

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び国家公務員

共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。

確定給付企業年金制度（積立金制度）では、文教関係団体企業年金基金に加入しており、給与

と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。

退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しております。

２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（（３）に掲げられたものを除く）

期首における退職給付債務 7,166,781,772 円

勤務費用 247,907,994 円

利息費用 60,200,967 円

数理計算上の差異の当期発生額 △425,865,883 円

退職給付の支払額 △531,747,930 円

制度加入者からの拠出額    21,953,786 円

期末における退職給付債務 6,539,230,706 円

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 4,259,790,624 円

期待運用収益 257,291,354 円

数理計算上の差異の当期発生額 △129,684,925 円

事業主からの拠出額 23,778,497 円

退職給付の支払額 △226,112,230 円

制度加入者からの拠出額   21,953,786 円

期末における年金資産 4,207,017,106 円

（３）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 9,346,100 円

退職給付費用 3,512,900 円

退職給付への支払額   △1,009,500 円

期末における退職給付引当金 11,849,500 円

（４）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払金年金費用

の調整表

積立型制度の退職給付債務 3,360,650,363 円

年金資産 △4,207,017,106 円

積立型制度の未積立退職給付債務 △846,366,743 円

非積立型制度の未積立退職給付債務 3,190,429,843 円

小計 2,344,063,100 円

未認識数理計算上の差異 1,331,821,385 円

未認識過去勤務費用 △11,372,987 円
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貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,664,511,498 円

退職給付引当金 3,664,511,498 円

前払年金費用        0 円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,664,511,498 円

（５）退職給付に関連する損益

勤務費用 247,907,994 円

利息費用 60,200,967 円

期待運用収益 △257,291,354 円

数理計算上の差異の当期費用処理額 △269,728,594 円

過去勤務費用の当期の費用処理額 68,506,136 円

簡便法で計算した退職給付費用 3,512,900 円

合計 △146,891,951 円

（６）年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 48.3%

株式 40.7%

一般勘定 4.7%

現金及び預金 1.2%

その他（マルチアセット） 5.1%

合計 100%

（７）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

（８）数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.60％

長期期待運用収益率 4.55％

３．退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、45,732,283 円でした。

Ⅷ 減損会計に関する注記

令和４年度第二次補正予算において、市谷事務所再整備事業に係る予算が措置され、当該工事

のため、市谷事務所及び市谷外堀事務所に配置されていた部署が東銀座事務所に仮移転しまし

た。

   そして、当期において、東銀座事務所から市谷事務所への移転を令和７年 11 月の予定とする    

旨を決定しました。

これにより、東銀座事務所における以下の固定資産を使用しないことといたしました。
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資産の種類 資産の所在
不使用と

なる日

帳簿価額

（不使用日時点）

回収可能

サービス価額

減損の

見込額

建物附属設備 東京都中央区
令和７年

11 月 30 日
110,300,380 円 0 円 110,300,380 円

Ⅸ 資産除去債務に関する注記

東銀座事務所への仮移転のため、令和５年１月 20 日に定期貸室賃貸借契約を締結いたしまし

た。このことを踏まえて、当該契約に基づく退去時における原状回復費用を見積もり、令和４事

業年度に資産除去債務として計上しました。

前期においては、市谷外堀事務所の退去によって原状回復費用を支出したことにより、令和４

事業年度に計上した資産除去債務が減少しました。

当期においては、上記工事の工期延長に伴う東銀座事務所の賃借期間延長（令和８年１月 31

日満了）を踏まえ、原状回復費用の見積額を再計算しております。なお、東銀座事務所の賃借期

間（令和７年３月 31 日満了）までの期間が短期であることから、割引計算等は行っておりませ

ん。

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は以下のとおりです。

期首残高 313,390,000 円

見積りの変更による減少額 87,450,000 円

期末残高 225,940,000 円








































